
 

 

 

 

 

 

 

義務教育諸学校における令和５年度使用教科用図書の 

採択の基準及び選定に必要な資料について 
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Ⅰ   義務教育諸学校における令和５年度使用教科用図書の採択の基準について    

 

 １ 義務教育諸学校の教科用図書（一般図書（特別支援学校・学級用）を除く）の採

択について 

  (1) 小学校用教科用図書 

令和４年度においては、無償措置法第１４条の規定に基づき、無償措置法施行

規則第６条各号に掲げる場合を除いて、令和３年度と同一の教科書を採択しなけ

ればならないこと。 

 

  (2) 中学校用教科用図書 

令和４年度においては、無償措置法第１４条の規定に基づき、無償措置法施行

規則第６条各号に掲げる場合を除いて、令和３年度と同一の教科書を採択しなけ

ればならないこと。 

 

 ２ 一般図書（特別支援学校・学級用）の採択について 

  (1) 小学校及び中学校の特別支援学級における一般図書（特別支援学校・学級用）

の採択について 

      ア  原則的には、その採択地区内の学校の通常の学級で使用する教科用図書と同

一のものを使用するが、学校教育法附則第９条、同施行規則第１３９条の規定

により、特別の教育課程による場合においては、他の適切な教科用図書を使用

することができる。 

      この場合、下学年用の検定済教科用図書又は文部科学省著作教科用図書を使

用することが望ましいが、これを使用することが適当でないときは、絵本等を

採択することができる。その際には、次の事項に留意すること。 

     （ア）検定済教科用図書又は文部科学省著作教科用図書に代わるものとして採択

されるものであるから、単に教材として有益適切というだけではなく、教科

の主たる教材として教育目標の達成上適切なものであること。 

     （イ）上学年で使用する検定済教科用図書又は文部科学省著作教科用図書との関

連性を考慮するとともに、絵本等の間の系統性に配慮すること。 

     （ウ）上記（ア）及び（イ）のほか、児童生徒の障害の状態に応じて個別に適切

な選定が行われるよう配慮すること。 

      イ  採択に当たっては、県教育委員会の提示する「令和５年度使用一般図書（特

別支援学校・学級用）選定資料」及びこれまでの「選定資料」を参考にするこ

と。 

ウ 中学校の一般図書（特別支援学校・学級用）の採択に当たっては、小学校と



 

の関連性を十分に考慮すること。 

   エ ９月１日以降において、採択の変更を生じた場合の措置については、上記ア

～ウに準じて行うこと。 

 

  (2) 特別支援学校の一般図書（特別支援学校・学級用）の採択について 

     ア  検定済教科用図書又は文部科学省著作教科用図書を使用することが適当であ

る場合は、その教科用図書を採択することが原則であるが、それ以外の場合に

おいて、一般図書（特別支援学校・学級用）を採択する場合は、(1) に準じて

行うとともに、次の事項に留意すること。 

      （ア）児童生徒の障害の種類・程度、能力・特性に最もふさわしい内容のもので

あること。 

      （イ）各教科、特別の教科 道徳、特別活動、外国語活動、自立活動及び総合的

な学習の時間の特性を生かすとともに、相互の関連を図ること。 

      （ウ）小学部・中学部の指導内容について、義務教育としての一貫性をもたせる

こと。 

      （エ）重度・重複障害児童生徒の一般図書（特別支援学校・学級用）の選定に当

たっては、上記（ア）～（ウ）のほか、障害の状態に応じて個別に適切な選

定が行われるよう、特に慎重に配慮すること。 

イ 特別支援学校については、それぞれの学校において選定を行うこと。 

   ウ  ９月１日以降において、採択の変更を生じた場合の措置については、上記ア

及びイに準じて行うこと。 

 

 ３ 教科用図書の採択に当たり特に留意すべき事項について 

  (1) 一般図書（特別支援学校・学級用）の採択に当たっては、児童生徒一人ひとり

の発達の段階や障害の状態等の実態に即した選定となるよう、各学校で十分な教

科用図書の研究調査を行うとともに、採択権者においては各学校の研究調査の結

果について十分審議を尽くして採択がなされること。 

 

(2) 教科用図書の採択は、その内容についての十分な研究調査を基礎として行うべ

きものであり、発行者の勧誘・宣伝行為等によって左右されてはならないこと。

また、選定採択関係者は、採択の公正を疑われることのないよう留意すること。 

 

  (3) 採択の期限は、義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行令第

１４条第１項により８月３１日と定められているが、教科用図書需要数の集計事

務等の必要上、なるべく山口県教育委員会が別途示す採択結果報告の日程に準じ



 

て採択を終えるようにすること。 

 

Ⅱ  採択関係者に提示する令和５年度使用教科用図書の選定に必要な資料について   

 

１ 一般図書（特別支援学校・学級用）の採択における選定資料 

(1) 「選定資料」に掲載する一般図書（特別支援学校・学級用）及びその内容によ

る分野について 

文部科学省から示されている「令和４年度用一般図書契約予定一覧」に掲載さ

れた図書及び令和３年度に山口県で多く採択された図書のうち近年研究調査され

ていないものから、「音楽・製作」「言語・生活・安全」「自然・数」の３分野にそ

れぞれ８点を選び、計２４点を選定資料として掲載した。 

 

(2) 「選定資料」を作成するに当たっての研究調査の観点について 

選定資料の活用に当たっては、研究調査が次の分析的観点を設定して行われて  

いることを踏まえること。 

ア 内容の特徴 

○ 児童生徒の日常生活に密着した教材であること。 

○ 指導上の目標やねらいと適合しやすいこと。 

イ 内容の程度 

○ 発達の段階や障害の状態等に応じたものであること。 

○ 絵はなるべく具象的でイメージをつくりやすいものであること。 

ウ 編集・製本の特徴 

○ さし絵・図表等が豊富であり、内容が理解しやすく興味・関心を高める組

織・配列であること。 

○ 実態に応じて取捨選択のできる分量であること。 

○ 文字が見やすく、美しく、鮮明であること。 

○ 丈夫であること。（判型・分冊・製本の様式） 

エ その他 

○ 一斉学習・個別学習の両面から使用できること。 

○ 初版年、版数、刷数、定価。 

  

(3) (2)の各観点における研究調査の結果について 

選定資料は、別添１の「令和５年度使用一般図書（特別支援学校・学級用）選

定資料」とする。 


